
2040問題とその本質を考える。
～世代間の不均衡と首都圏と地方間の不均衡～ （日・中・韓の共通課題）

② 都会のシニアの孤立を考える（高齢者雇用の実態）

さいちゃれワークショップ
（2019年10月12日 ～ 11月16日）

① 「逃げ切り世代」と「重量挙げ世代」 ( 堺屋太一「年金兼業型労働」というシニアの生き方）

④ 中国におけるシニアライフとその考え方

⑤ 韓国における高齢問題

③ 首都圏と地方圏の不均衡"自治体崩壊”をどう乗り越える

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



2040の社会
～世代間の不均衡と首都圏と地方間の不均衡～ （日・中・韓の共通課題）

参照：（驚愕！日本の未来年表から）

★自治体崩壊（地域間の不均衡）

★世代間の不均衡

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



✓ 2040年、日本の人口は約1億1000万人になり、1.5人の現役世代（生産年齢人口）が１人の高齢世代を
支えるかたちになる。

✓ 2040年、85歳以上人口が高齢人口が３割近くになる高齢化、就職氷河期に安定した雇用を得ることが
できなかった世代の困窮化。また高齢世帯の単独世帯が４割を超え、高齢世代の孤立化が進む。

✓ 2015年から2040年までに現役世代の人口は約1750万人減少。現役世代の中でも不安定雇用層が増大し、
生活の困窮、労働生産性の低下をもたらす。

✓ 高齢化・困窮化・孤立化で高齢世代が「重み」を増すなか、高齢者を支える側と目される現役世代が
数の上でも生産性でも弱体化する。これは肩車というより重量挙げの社会である。

世代間の不均衡が著しい水準に達する。

段階ジュニア世代の高齢化により困窮する高齢者

肩車型というよりも重量上げ型社会

社会保障の2040年問題、現役1.5人が高齢者1人を支える困難さ（中央大学教授 宮本太郎） NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



✓ 東京都の人口は、2040年にいたっても2015年の1351万人を上回る。現役世代の流入によるところが大
きいが、東京は子どもを産み育てることが最も困難な都市で出生率は最も低い。そこに人口移動によ
る、人口の社会増が集中。なかでも膨らむのが高齢人口で2015年から90万人以上増える。

✓ 出生率は最低であり後期高齢者も多いことから、地方から東京への人口移動を差し引けば、人口減少
は確実に進行していく。

首都圏と地方圏の人口不均衡が限界に達する。

✓ 地方では2040年には高齢人口も減り始め、2025年よりも高齢者が減少
する県が21に及ぶ。だが、地方における現役世代の減少と流出はそれ以
上に進む。

☞日本創成会議が、出産年齢の女性が2010年から2040年の間に５割以上
減少する自治体を消滅可能性自治体と呼び、その数が896に達すると
発表して衝撃を呼んだ。

世代間の不均衡と東京圏と地方間の不均衡が極大化する2040年に向かい、私たちはどう対処するべきなのか。

社会保障の2040年問題、現役1.5人が高齢者1人を支える困難さ（中央大学教授 宮本太郎） NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



（１）「逃げ切り世代」と「重量挙げ世代」 ( 堺屋太一「年金兼業型労働」というシニアの生き方）

✓ 首都圏でも地方でも、現役世代の支える力を高める支援にもっと力を割くべき。
✓ 良質な就学前教育（保育と幼児教育）は、子どもたちが、たとえ困窮した世帯に産まれても生涯にわたっ

て力を発揮する条件を提供する。また保育の質は、母親が働くことを選択する上での分岐点。
✓ 政府は待機児童解消を掲げるが、多くの自治体は、子どもはもうすぐ減り始めるからという判断で、保育

の質を犠牲にしがち。だが、「重量挙げ化」に対処するためには、子どもの力を高め、より多くの母親の
就労につながる保育の質が重要。

✓ 高齢世代が地域で力を発揮する条件を広げること。
✓ 「生涯現役社会」もお馴染みのスローガンだが、在職老齢年金を受け取りながら地域で多様な仕事に就く

ことができれば、70歳以上も地域でのつながりを保てる。いわば「年金兼業型労働」（堺屋太一）であ
る。

現役世代に対しては

シニアにとって

・現役世代に、時間とお金の両面において、実質的なゆとりをもたらすには？

・シニアがアクテイブに活躍し、現役世代を支える仕組みとは？

社会保障の2040年問題、現役1.5人が高齢者1人を支える困難さ（中央大学教授 宮本太郎） NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



（２）都会のシニアの孤立を考える（高齢雇用の実態）

A)総務省調査より（定年退職後の実態調査） B)シニアの労働意欲

C)実際は働く場がなく、社会的活動もしていない D)生きがいはどこに？

・社会における役割

・生きがい

・多様な価値

・生活のメリハリ
（オンとオフ）

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



（２）都会のシニアの孤立を考える（高齢雇用の実態）

シニアの社会参画の関心は・・・

１)雇用されて働くこと
☞・希望の仕事はない。

２）ボランテイアで働くこと
☞・無償だけでは責任感も持てず続かない。

３）地域に貢献する活動
☞・急に地域には入れない。

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



1.若者を吸収しながら老いていく東京圏と支え手を失う地方圏
・三大都市圏の急激な高齢化局面突入
・東京圏への若者の人材流入は子育ての負担感から少子化に一層拍車
・65歳以上の一人暮らし高齢者の増加に対し地域や家族がセーフティネットとして機能しない。
・地方圏の生産拠点の衰退による労働生産性低下から資金流出が常態化。
・中山間地域などでは、集落機能の維持が困難から山間地での耕地や山林の管理が困難になる。

2.標準的な人生設計の消滅による雇用・教育の機能不全
・世帯主が雇用者として生活給を得るという標準的な世帯主雇用モデルの消滅。
・若者労働力の希少化と、労働力不足の中、各人の活用可能な能力とニーズとのアンマッチ。
・地方大学の減少が地方圏の若者の可能性を奪う。教育の質の低下が激化する国際競争での遅れをもたらす。

~自治体戦略２０４０構想研究会第二次報告より~

3.スポンジ化する都市と朽ち果てるインフラ
・多くの都市で「都市のスポンジ化」が顕在化。このまま放置すれば、都市における人口密度が低下し、加速度

的に都市の衰退を招く。
・高度経済成長期以降に整備されたインフラの老朽化。社会インフラの維持更新に向けた投資が増加。

（３）首都圏と地方圏の不均衡"自治体崩壊”をどう乗り越える
（若者を吸収しながら老いていく東京圏と支え手を失う地方圏）

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



✓ 人口減少問題ほど難しいものはなく、むしろ手を打とうとすればするほど泥沼に入り込んでいる。
✓ 小さな自治体、小さな地域に解はありそう。その解をしっかりと定式化し、たしかなものに育て上げ、

それを都市へと広げていくこと。

近年にみる東アジアの少子高齢化（若林敬子）

深刻な人口減少・少子化問題に「余計な手を打つ」この国の現実 2040年に向けた「自治体戦略」とは（2018.07.30  山下祐介）

（３）首都圏と地方圏の不均衡"自治体崩壊”をどう乗り越える
～日本の少子化の実態（地域別にみる特殊出生率）～

・事例 30代人口急増！流山市､"異端"の街づくり

「母になるなら、流山市。」2005年に比べ1万人増加。特に、30歳代の若いファミリー世帯がグングン増加中

・事例 東京の消滅可能性都市「豊島区」が起こす、本気の「まちづくり」

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



・事例 30代人口急増！流山市､"異端"の街づくり

③快適で楽しい都市環境の創出
楽しい広域集客イベントの実施、毎年8月お盆の前、流山おおたかの森駅前で行なう「森のナイトカフェ」は、3世代で楽し
める満足度の高いイベント。

流山市が考える地方自治体が生き残る4つの条件

①母都市への交通利便性の向上
流山市にはTXの駅は3つ、いずれも秋葉原駅まで30分以内。駅と連動するバス
路線網の整備、福祉タクシー や高齢者等市内移動支援バス、外出支援サービ
スなど、交通手段の充実。

②良質な住環境の維持・向上
TX開発による豊かな緑減少への懸念。2006年から「グリーンチェーン認定制
度」を導入。市の基準に沿って緑化した物件に対し市が認定。不動産会社は広
告に利用し、認定物件購入者は市内金融機関で優遇金利で融資を受けられる。

④ブランデイング戦略の実施
明確なビジョンだけではなく、実現する経営戦略が必要。その実現のためにはマネージメントとマーケティン
グが必要。同様のサービスを行なっている自治体もあるが、流山には「流山って子育てしやすいらしい」とい
うイメージが出来ている。

・子育て支援施策として、都心に働きに出る共働き夫婦を想定し送迎保育ステーションなどを行なった。駅と保育園を結ぶ
送迎バスは評判も良く、それを目当てに越してくる方も多い。

・「子どものそばで働ける街づくり」という観点から、出産後仕事を辞める方たちが、市内で働けるようリモートオフィス
の設置を拡充。

・5年後には流山インター付近に東洋一の物流センターが完成、すべての物流センターに企業内託児所を設ける予定。

WEDGE Infinity  自治体首長インタビュー（やっぱり「母になるなら、流山市」） NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



・事例 東京の消滅可能性都市「豊島区」が起こす、本気の「まちづくり」

（背景）
✓ 豊島区は、人口自体は増加傾向にあるものの、転出入が活発であり、定住率が低い傾向にある。単身世帯の割合が多く、

その半数が若年世代。この背景が「消滅可能性都市」に選ばれる要因。
✓ 利便性よく、職住遊接近型の暮らしができる環境は子育て世代にも魅力のはずだが、建物密集ゆえに大規模公園が少な

く、ファミリー向け住宅供給も少ない為、少子化が加速する一因。

１）『としまscope』で魅力を発信
住む人にやさしい制度や仕組みは魅力的だが、それだけで人はここに住み続けたい、生きていきたいと思うのか？そこに仲
間がいたり、誰かとのつながりがあるからこそ、その土地への愛着がわく。『としまscope』は小さな憩いや、日々の営みを
ちょっと楽しくする情報にスポットを当て、豊島区の魅力、豊島区に住んでいる人の魅力を発信するメデイア。

２）住民参加型の『としまぐらし会議』で、区政をもっと身近に
『としまぐらし会議』は住民、企業、区職員が集まって、「こんなまちにし
たい」を話し合い実現する会議。公募で集まったメンバーは10〜60代、学
生、主婦、社会人、自営業など多種多様。全4回、10時間以上におよぶ会議
で発生した10のプロジェクトを提案、実現にむけ今も活動を継続。

豊島区は対策の中心となる「女性にやさしいまちづくり担当課」を設置、室長を公募し次の対策を実施した。

３）小さな公園活用プロジェクト
４）としまパブリックトイレアートプロジェクト
５）FFパートナーシップ協定（FF：Female/Family Friendly 女性／家族にやさしい）

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会TURNS ( 東京の消滅可能性都市「豊島区」が起こす、本気の「まちづくり」) 



●日本の高齢社会と中国の高齢社会の比較
日本のシニア世代は、夫が働き、妻が専業主婦というパターンが多いが多くの会社では、正社員の定年
年齢は男女とも60歳で、再雇用制度があれば、65歳まで会社で働ける。
中国の場合は、1949年、中華人民共和国が設立して以来、男女平等、女性は半分の天を支えると保証し、
共働きはデフォルト。
●幸せな老後について
日本では幸せな老後は、まず自力で生活できること、そして、趣味や再就職を通してシニアライフを満
喫しセカンドライフを楽しみたい思う人が多い。
（1人暮らしの場合でも、パートナーと過ごす場合でも、自分と子どもの生活は別々であることは、当
たり前だと思う。）
中国では、全く逆だと言ってもいい。晩年を楽しむ、寿命が来るまで静養することが、一番理想的な老
後生活と思われている。
●高齢者の再雇用について
日本は高齢者の再雇用について歓迎し、職場の柔軟化、あるいは人材活用ということもあるが中国は逆
であまり歓迎していない。
●孫の面倒について

中国の高齢者たちは、自分を犠牲にし、子ども・孫のために、最後まで人生をささげる。日本では祖父
母の力をいっぱい借りるが、親が自力で育てることが多い。

（４）中国におけるシニアライフとその考え方１

内閣府高齢社会フォーラムイン東京「チャレンジを応援し続ける社会を築く」平成30年1月22日（月） 第2分科会劉 瀟瀟氏（中国）コメントより

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



●要介護状態になったら
要介護状態になったら日本人の場合、他人に迷惑を掛けたくないということ。一生懸命子どもに迷惑掛け
ないよう、自分で健康を維持し、お金を用意し、施設を選んだりするのは、日本人のシニアたちのよくあ
る話。親子関係が非常に濃い中国人にとっては、それはあまりにも水くさくって寂しい印象がある。
●健康について
中国では、中医の中の養生姿勢、つまり生命を養う思想は、今のシニアたちの健康の根本になっている。
●日本と中国のシニアライフの違い
日本の高齢者のロールモデル、つまり趣味、仕事、ボランティアなどを通じ、定年後の人生も輝ける。
で、自分らしく楽しく暮らせる、アクティブシニアを中国の高齢者に伝えられたらいい。

（４）中国におけるシニアライフとその考え方 ２

定年した50代の中国人女性が自分を見失ったので、どうすればいいか分からなく気分転換で日本に来た時、空
港で熱心に道を案内するボランティアも高齢者だし、荷物を運んでくれたタクシー運転手もシニアだったの
で、とっても感心した。で、彼女は中国に戻ってから、孤児院の夜勤ボランティアを始めた。その理由を聞く
と、「定年になったといっても、まだ50代だし、家でぶらぶらするより、日本の高齢者のように、世の中のた
めに何かしたいと思うようになったから」と答えた。

今まで本当に自分のことを全部犠牲にし、本当に何もしなかった中国のシニアは、そろそろ日本のアクティブ
シニアを見習い、自分らしいセカンドライフを楽しむ時代になってくるんじゃないかなと思う。

NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会

内閣府高齢社会フォーラムイン東京「チャレンジを応援し続ける社会を築く」平成30年1月22日（月） 第2分科会劉 瀟瀟氏（中国）コメントより



✓ 世界の耳目を集めた中国の「壮大なる実験」である一人っ子政策が始まったのは 1979 年。

✓ 4 半世紀が経過し、中国は資本主義的な手法で“物質的生産の計画”を推進する一方、人口の再生産について
は依然として計画的な管理を継続。結果、中国では少子高齢化が急ピッチで進展する見通し。

✓ 高齢化が進む中で懸念されるのは社会保障制度が未整備な点。

✓ 中国では社会養老保障制度は都市の一部にしか行き渡っていない。同制度の適用範囲は総就業者数の
15.6% に過ぎず、都市就業者数に限っても 43.6% と半分以下。また、養老年金の享受比率を見ると 60–64 
歳で 22.1%、60 歳以上の合計で 19.6% にとどまっているとされる。

✓ 医療費については、全額負担している職場は国の機関、国有企業の一部に過ぎず、自営業や出稼ぎ農民な
どの 8 割以上は自己負担。

✓ 政府は社会保障制度の拡充を進める。2004 年から 15 の省市の農村部において、一人っ子政策に従った家
族に対し、報奨金支給制度を試験的に導入、60 歳以上で子どもが 1 人または 2 人の夫婦に年 600 元（1 元
は約 13 円）で夫婦 2 人で 1,200 元を亡くなるまで支払うというもの。

✓ 老後の不安を払拭するための実質的な養老年金と見てよい。中国では農村部において社会保障制度が特に
立ち遅れているが、この制度はその突破口としての役割が期待されている。

（４）中国 ２０３０年に人口はピークへ

近年にみる東アジアの少子高齢化（若林敬子）
NPO法人シニアの再チャレンジを支援する会



✓ 1970 年の韓国のTFR は 4.53 。同時期、日本の 2.13 と比べるとかなり高かった。ところがその後急低下
し、1985 年に 1.67 と日本の 1.76 を下回る水準となった。90 年代に入っても下落は止まらず、2004 年
には 1.16 と世界最低水準を記録。

✓ 韓国は 1960 〜 80 年代に「漢江の奇跡」と呼ばれる高度経済成長を果たし、生活水準が向上。1997 年に
金融危機を経験したが、景気は回復。しかし、日本と同様に定職を持たず、結婚や出産をためらう若者が
多いとされる。とりわけ晩婚化は日本よりも早く進行しており、TFR 低下の 6 割程度を説明する要因と
の見方もある。

✓ 韓国の離婚率は、1970 年は 0.4（日本は 0.93）、1980 年は 0.6（同 1.22）と日本の半分以下であった
が、1990 年に 1.1（同 1.28）へ上昇し、2002 年には 3.0（同 2.3）と日本を上回った。離婚率も日本を
上回るテンポで上昇。婚外子出生を社会的に容認しない伝統的な家族観が続くのであれば、西欧でみられ
たような出生率回復への望みは薄い。

✓ 少子化の背景としては、激しい学歴競争の中で教育費が高騰していることも背景にある。消費支出に占め
る教育費の割合は、日本では 5% 未満が、韓国で12% と高い。

今後の生活も「悪くなっていく」と将来の不安が強く、“生活の質”の低下が背景にある。

（５）韓国における高齢化問題

近年にみる東アジアの少子高齢化（若林敬子）

（TFR：合計特殊出生率：total fertility rate）
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（５）韓国 貧困に苦しむ高齢者たち

韓国 貧困に苦しむ高齢者たち （朝日新聞 論座 2019年01月25日 ）

✓ 韓国の2018年のTFRは0.98 1を割り込む形になった。（世界的にも異例の事態）

✓ 2000年代半ば以降、韓国では政府があの手この手で少子化対策を進めてきたが少子化傾向に歯止めがか
かるどころか、深刻さは増し、少子高齢化は今後も、急速に進む。

✓ 人口推計によると、韓国の高齢化率は2040年には33.9％、2060年には43.9％、2065年には46.1％まで高
まる見通し

✓ 急速な経済成長の中で後手に回った高齢者対策。急速な高齢化の進展に加え、高齢者の暮らしの厳しさ。
十分な所得もなく、貧困の中で必死に生き抜くお年寄りが多い。

✓ 最大の原因は、国民年金をはじめとする公的な年金制度の歴史が浅く、給付も不十分なため、老後の暮ら
しを支えるのに十分な所得を得られないこと。
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ワークショップのテーマ

～世代間の不均衡と首都圏と地方間の不均衡～ （日・中・韓の共通課題）

★世代間の不均衡

★首都圏と地方間の不均衡

•超高齢社会問題の根源
✓ 少数の若者層で支えようという本来無理

な図式に固執している
✓ 65歳以上の元気高齢者(80%以上)を社会

の活力として期待していない
✓ 超高齢化の本質的問題は福祉ではない

（超高齢社会のジョブマッチング GBER 東京大学）

・ＴＦＲ低下問題の根源
✓ 現役世代が、子どもを産み育てるため

の「時間」と「お金」を十分持ててい
ない。

•首都と地方間の不均衡問題の根源
✓ シニアの安心はインフラのそろう都心に向かう
✓ 子育ては豊かな自然と地域の支え合いによって安心できる
✓ 多くの若者は高度教育と付加価値の高い仕事を求めて都心に向かう
✓ 失われていく、愛着のあるふるさと感
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(Back up)
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日本における人口の推移と合計特殊出生率



多様性を保つ意味でも、子供を持たないという価値観は尊重されて当
然だ。それでも、出生率が回復するためには、3人以上産んでも、晩婚
であっても、シングルであっても、子育て可能な社会を作ることが今
の時点で必要と言える。

日本における人口構成推移予測











まち・ひと・しごと創生に関する政策を検討するに当たっての
原則-首相官邸

地方衰退で消えゆくまち「映画 寒川」

さいちゃれ ワークショップ（参照動画）

https://youtu.be/sKgUI7KkhFY
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/pdf/siryou_h261022.pdf
https://youtu.be/xJujjMwLqYw


さいちゃれ ワークショップ（参照資料）

当ワークショップで使用する資料の参照先

➢ 参照：驚愕！日本の未来年表[雑誌] ムック編集部

➢ 社会保障の2040年問題、現役1.5人が高齢者1人を支える困難さ（中央大学教授 宮本太郎）
https://www.jcer.or.jp/blog/miyamototaro20181017.html

➢ 近年にみる東アジアの少子高齢化（若林敬子）
https://www.jaas.or.jp/pdf/52-2/p95-112.pdf

➢ 深刻な人口減少・少子化問題に「余計な手を打つ」この国の現実 2040年に向けた「自治体戦略」とは（2018.07.30  山下祐介）
https://gendai.ismedia.jp/articles/-/56726

➢内閣府高齢社会フォーラムイン東京「チャレンジを応援し続ける社会を築く」平成30年1月22日（月） 第2分科会劉 瀟瀟氏（中
国）コメントより https://www8.cao.go.jp/kourei/kou-kei/29forum/tokyo-5.html

➢ 韓国 貧困に苦しむ高齢者たち （朝日新聞 論座 2019年01月25日 ）
https://webronza.asahi.com/business/articles/2019032700006.html?page=1

➢ WEDGE Infinity  自治体首長インタビュー（やっぱり「母になるなら、流山市」）
https://wedge.ismedia.jp/articles/-/13570
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➢ TURNS ( 東京の消滅可能性都市「豊島区」が起こす、本気の「まちづくり」) 
https://turns.jp/19245

➢ 成果を上げる知恵と行動
https://leader.jp-unite.com/category/shakaimondai/



さいちゃれ ワークショップ（会場）
ワークショップの会場 ：ワークショップの会場はそれぞれ異なりますので、留意ください。

★10月12日（土）としま南池袋ミーテングルーム
３０１会議室 (13:30~15:30)

★10月26日（土） KATE SALON (13:30~16:45)

★11月2日（土）IKEBIZ４F (13:30~16:45)

★11月16日（土）としま区民センター
会議室４０２ (13:30~16:45)
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